
全体会計 【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 32,460,823   固定負債 12,819,943

    有形固定資産 31,313,492     地方債等 11,432,453

      事業用資産 8,246,154     長期未払金 -

        土地 3,667,100     退職手当引当金 501,250

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 177,206     その他 886,240

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,305,482

        建物 13,131,425     １年内償還予定地方債等 1,088,866

        建物減価償却累計額 -9,139,975     未払金 30,863

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,265,684     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -1,075,563     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 124,878

        船舶 713     預り金 27,982

        船舶減価償却累計額 -238     その他 32,893

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,125,425

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 33,389,936

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -13,437,890

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 219,802

      インフラ資産 22,467,390

        土地 2,464,679

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,754,674

        建物減価償却累計額 -1,075,792

        建物減損損失累計額 -

        工作物 40,648,605

        工作物減価償却累計額 -22,607,647

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 282,871

      物品 2,313,968

      物品減価償却累計額 -1,714,020

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 27,390

      ソフトウェア 27,390

      その他 -

    投資その他の資産 1,119,941

      投資及び出資金 141,053

        有価証券 321

        出資金 13

        その他 140,719

      長期延滞債権 102,108

      長期貸付金 31,490

      基金 884,581

        減債基金 -

        その他 884,581

      その他 -

      徴収不能引当金 -39,291

  流動資産 1,616,648

    現金預金 498,285

    未収金 188,542

    短期貸付金 -

    基金 929,113

      財政調整基金 689,864

      減債基金 239,249

    棚卸資産 5,366

    その他 -

    徴収不能引当金 -4,658

  繰延資産 - 純資産合計 19,952,046

資産合計 34,077,471 負債及び純資産合計 34,077,471

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



全体会計 【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 10,251,862

    業務費用 5,325,329

      人件費 1,844,368

        職員給与費 1,418,756

        賞与等引当金繰入額 44,096

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 381,516

      物件費等 3,251,162

        物件費 1,860,866

        維持補修費 95,396

        減価償却費 1,280,837

        その他 14,063

      その他の業務費用 229,799

        支払利息 152,075

        徴収不能引当金繰入額 -4,707

        その他 82,431

    移転費用 4,926,533

      補助金等 4,001,004

      社会保障給付 920,175

      その他 5,354

  経常収益 1,587,988

    使用料及び手数料 1,387,221

    その他 200,767

純経常行政コスト 8,663,874

  臨時損失

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 440

    資産売却益 440

    その他 -

純行政コスト 8,663,434



全体会計 【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 19,974,601 33,058,864 -13,084,263 -

  純行政コスト（△） -8,663,434 -8,663,434 -

  財源 8,640,994 8,640,994 -

    税収等 5,419,975 5,419,975 -

    国県等補助金 3,221,019 3,221,019 -

  本年度差額 -22,440 -22,440 -

  固定資産等の変動（内部変動） 331,186 -331,186

    有形固定資産等の増加 1,728,042 -1,728,042

    有形固定資産等の減少 -1,366,354 1,366,354

    貸付金・基金等の増加 88,641 -88,641

    貸付金・基金等の減少 -119,142 119,142

  資産評価差額 -115 -115

  無償所管換等

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -22,555 331,072 -353,627 -

本年度末純資産残高 19,952,046 33,389,936 -13,437,890 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



全体会計 【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,947,244

    業務費用支出 4,020,711

      人件費支出 1,839,334

      物件費等支出 1,984,689

      支払利息支出 152,075

      その他の支出 44,613

    移転費用支出 4,926,533

      補助金等支出 4,001,003

      社会保障給付支出 920,175

      その他の支出 5,355

  業務収入 10,192,214

    税収等収入 5,363,971

    国県等補助金収入 3,221,018

    使用料及び手数料収入 1,406,474

    その他の収入 200,751

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,244,970

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,613,040

    公共施設等整備費支出 1,508,974

    基金積立金支出 85,066

    投資及び出資金支出 600

    貸付金支出 18,400

    その他の支出 -

  投資活動収入 149,889

    国県等補助金収入 18,763

    基金取崩収入 109,536

    貸付金元金回収収入 18,400

    資産売却収入 440

    その他の収入 2,750

投資活動収支 -1,463,151

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,174,775

    地方債等償還支出 1,173,753

    その他の支出 1,022

  財務活動収入 1,386,000

    地方債等発行収入 1,386,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 20,322

本年度歳計外現金増減額 -3,038

本年度末歳計外現金残高 17,284

本年度末現金預金残高 498,285

財務活動収支 211,225

本年度資金収支額 -6,956

前年度末資金残高 487,957

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 481,001
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全体会計

１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　①　有形固定資産………………………………取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価
　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価
　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　②　無形固定資産………………………………取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価
　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）
　②　満期保有目的以外の有価証券
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価（又は償却原価法（定額法））
　③　出資金
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額
        但し、出資先の財政状態の悪化により出資金の価額が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。
　　　　なお、出資金の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。
　　　　むつ湾フェリー株式（出資額１０万円）の価値が５１．９％に低下しておりますが、金額僅少につき経過観察するものとしております。

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　建物　　　６年～５０年
　　　　　工作物　１０年～６０年
　　　　　物品　　　２年～２０年
　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
　③　リース資産
　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　①　投資損失引当金
　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と
　　　取得価額との差額を計上しています。
　②　徴収不能引当金
　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　③　退職手当引当金
　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　④　損失補償等引当金
　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
　　　将来負担額を計上しています。
　⑤　賞与等引当金
　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　①　ファイナンス・リース取引
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　②　オペレーティング・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲
　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（平内町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

(8)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。
　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
　②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね30％未満相当額以下
　　　であるときに修繕費として処理しています。

注　記
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２　重要な会計方針の変更等
　   重要な会計方針の変更はありません。

３　重要な後発事象
　   該当する事象はありません。

４　偶発債務
　   該当する事象はありません。

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　①　全体会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　　　一般会計
　　　　国民健康保険特別会計
　　　　特殊索道事業特別会計
　　　　農業集落排水事業特別会計
　　　　漁業集落環境整備事業特別会計
　　　　公共下水道事業特別会計
　　　　介護保険事業特別会計
　　　　後期高齢者医療特別会計
　　　　水道事業特別会計
　　　　平内中央病院事業会計

　②　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を
　　　もって会計年度末の計数としています。
　③　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　　　実質赤字比率　        　　－％(現在は黒字であります)
　　　連結実質赤字比率　    　　－％(現在は黒字であります)
　　　実質公債費比率　　　１０．４％
　　　将来負担比率　 　 　７５．３％
　④　売却可能資産は次のとおりです。
　　　　土地　４８，５２７千円（売却予定価格）

(2)　純資産変動計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　①　固定資産等形成分
　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　②　余剰分（不足分）
　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています

(3)　資金収支計算書に係る事項
　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　①　基礎的財政収支
　　　業務活動収支（支払利息支出は除く）　1,397,044千円
           投資活動収支                 △1,487,619千円
           基礎的財政収支　                △90,575千円

　②　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　資金収支計算書
　　　　業務活動収支　　　　　　　　　  　1,244,969千円
　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　　　投資活動収入の国県等補助金収入       18,763千円
　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　△1,280,836千円
　　　　賞与等引当金繰入額（増減額）　     　44,096千円
　　　　退職手当引当金繰入額（増減額）　        　0千円
　　　　徴収不能引当金繰入額（増減額）　    △4,076千円
　　　　未収債権、未払債務等の増加（減少） △45,471千円
　　　　純資産変動計算書の本年度差額　   △22,555千円
　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　③　重要な非資金取引

　　　該当する事項はありません。
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